
経営比較分析表（令和6年度決算）
埼玉県　行田市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置 77,854 67.49 1,153.56 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　令和2年4月に料金改定を実施したため、経営改
善がみられたが、物価高騰の影響で計画よりも早
期に経営が厳しくなる見込みである。
　また、施設利用率が低水準であり、施設の適正
化は喫緊の課題となっている。将来的な老朽化施
設等の更新による財源不足に備え、収益の確保が
必要である。
　さらに、有収率の低下も喫緊の課題であり、漏
水調査等の継続的な実施が求められる。
　このように厳しい経営環境であるため、令和7年
3月に改定した経営戦略に基づき安定した経営に努

             めていきたい。
              
              
              
              

1,104.24 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 66.75 96.25 3,069 74,525

全体総括

67.49

①有形固定資産減価償却率
　類似団体と比較し高い水準であり、施設の老朽
化が進行している。今後、更新が必要な施設を見
極め、効率的な投資を行う必要がある。
②管路経年化率
　昭和後期の拡張事業で布設した管路が耐用年数
を迎えたため、上昇している。引き続き計画的に
更新する必要がある。
③管路更新率
　大規模な施設設備の更新を実施したため、管路
更新率は類似団体より低い水準である。今後も更
新需要が増加する中、更新が必要な施設を見極
め、効率的な投資を行う必要がある。

①経常収支比率・⑤料金回収率
　令和2年4月より料金改定を行ったため経常収支比
率・料金回収率ともに100％を超えている。令和6年度
の料金回収率の増加理由は、令和4年度及び5年度に実
施した水道基本料金無料化を令和6年度は実施しなかっ
たことにより、給水収益が増加したことによるもので
ある。
②累積欠損金比率
　現在累積欠損金はない。
③流動比率
　施設の大規模更新により減少傾向であるが、依然と
して100％以上を保っている。短期的な債務に対する支
払能力は、現時点で問題がない。
④企業債残高対給水収益比率
　類似団体と比較し企業債残高は高い水準である。こ
れは老朽管路更新を計画的に行っているためである。
今後は、大規模な更新時期が到来するため、投資規模
の適正化や企業債の借入れを適切に管理する必要があ
る。
⑥給水原価
　類似団体と比較し低い水準であるが、今後は燃料費
や人件費などの上昇によりさらなる原価の増加が想定
されるため、費用の削減に努める必要がある。
⑦施設利用率
　施設利用率は約5割程度で横ばいである。これは人口
減少や節水機器の普及に起因すると考えられる。今後
は配水区域や施設規模の見直しを図り、施設利用を適
正化する必要がある。
⑧有収率
　類似団体平均を下回っているため、今後も漏水等の

            対策を継続して実施し、有収率の向上に努める。
              
              
              

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【107.26】 【1.61】 【239.69】 【264.86】

【89.21】【60.21】【181.66】【97.59】

【52.41】 【26.78】 【0.59】



①　有形固定資産減価償却率
　類似団体平均や全国平均を下回っている。これは、
令和元年度に公営企業会計に移行した際、新たに資産
を取得したものとみなして帳簿上の原価を決定したた
めであり、実際には耐用年数を超過した施設が多くあ
る。また、施設の老朽化が少しずつ進んでいることか
ら、計画的に改築を進めていく必要がある。
②　管渠老朽化率
　類似団体平均や全国平均を大きく上回っている。こ
れは、本市が全国的にも早期である昭和２５年に事業
を開始しているためである。また、管渠の老朽化が少
しずつ進んでいることから、引き続き行田市下水道ス
トックマネジメント計画に基づいて管渠の改築を計画
的に進める必要がある。
③　管渠改善率
　令和６年度に改築を行っていないことから０％と
なっている。引き続き行田市下水道ストックマネジメ
ント計画に基づいて管渠の改築を計画的に進める必要
がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　過去に借り入れた企業債の償還金が経営を圧迫している中で、使
用料収入の減少や物価上昇の影響等により、経営はさらに厳しさを
増している。また、施設の老朽化が少しずつ進んでおり、今後の更
新需要の増加に対応するため、さらなる経営基盤の強化と財政マネ
ジメントの向上が急務となっている。その一方で、現在の下水道使
用料の水準では汚水処理費を回収できていない。
　これらの状況から、本事業の課題として、下水道使用料の水準の
適正化、基準外繰入金の削減、企業債残高の適正化、資金残高の確
保の４点が挙げられる。
　これらの課題を解決するため、令和７年度に経営戦略を改定し、
さらなる経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図る。
　具体的な取組としては、令和７年３月に下水道使用料を改定した
効果を踏まえ、引き続き下水道使用料の適正化の取組を進め、併せ
て基準外繰入金の削減を図る。また、財政シミュレーションに基づ
き、企業債の借入れと償還のバランスを考慮した資金調達を行う。
さらに、行田市下水道ストックマネジメント計画に基づいて施設の
改築を計画的に進める。
　また、抜本的な経営改革としてウォーターＰＰＰの導入に向けた
取組を推進し、効率的・効果的な維持管理及び更新投資の実現を図
る。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

44,919 9.59 4,683.94 【】 令和6年度全国平均

処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①　経常収支比率
　本年度は埼玉県が流域下水道維持管理負担金の単価を改定したた
め減少した。１００％を上回っているため収支は黒字であるが、使
用料収入の減少や物価上昇の影響等により減少傾向にあることや、
一般会計からの繰入金に依存していることに留意する必要がある。
②　累積欠損比率
　現在、累積欠損金はない。
③　流動比率
　１００％を大きく下回っており、類似団体平均や全国平均の半分
以下となっている。これは、主に多額の企業債償還金の支払いに
よって現金の残高が減少しているためである。短期的な支払能力を
確保するために、借入れと償還のバランスを考慮した資金調達を行
うとともに、下水道使用料の適正化等の取組を進める必要がある。
④　企業債残高対事業規模比率
　類似団体平均や全国平均を大きく上回っている。平成８年度から
約１０年間で集中的に下水道を整備するために多額の借入れをした
ことが主な要因である。今後は施設の改築を控えており、多額の企
業債の借入れが必要となることから、改築や借入れを計画的に行う
ことで企業債残高の増加を抑制する必要がある。
⑤　経費回収率
　１００％を下回っており、汚水処理費を使用料収入で回収できて
いない状況が続いている。また、類似団体平均や全国平均を下回っ
ている。これは、有収水量１㎥当たりの下水道使用料の水準が低い
ことが要因である。令和７年３月に下水道使用料を改定したこと
で、今後は一時的に改善すると考えられる。
⑥　汚水処理原価
　１５０円／㎥で横ばいとなっている。物価上昇等による維持管理
費の増加や施設の改築による減価償却費の増加等により汚水処理費
が増加傾向にあることに加え、有収水量も減少傾向にあるが、１５
０円／㎥を超える部分は公費負担分（基準内繰入金）として一般会
計から繰り入れているため、当面は１５０円／㎥で推移する見込み
となっている。
⑧　水洗化率
　類似団体平均や全国平均を下回っていることから、今後も継続的
に下水道への接続を促す必要がある。
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経営比較分析表（令和6年度決算）
埼玉県　行田市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.36】 【3.12】 【82.75】 【602.56】

【96.00】【60.13】【140.98】【97.94】

【42.20】 【9.46】 【0.19】


